
Ⅰ．はじめに

　鹿児島県（以下「本県」）におけるスギ人工林面積は，約２２２千

ha と森林面積の約５１％を占めており（鹿児島県林務水産部，

２００３），順次成熟期を迎えている。

　一方で，木材価格の長期低迷等，森林・林業を取り巻く社会情

勢の悪化を背景に，一部の森林所有者・事業体を除き，消極的な

長伐期化傾向が顕著となっている。

　本県のスギ人工林管理基準は，現行の「鹿児島地方スギ林林分

収穫表（林野庁・熊本営林局，１９６５）」および「九州地方スギ林

分密度管理図（林野庁，１９８０）」の構成数値を適用してきたが，

筆者は既存資料の地域性・精度向上を目的とした本県独自の基礎

資料を調製してきた（長濱，２００３）。

　また，これまで用いてきた収穫表，林分密度管理図は相互の構

成数値に関連性が欠如していることから，新たに調製した林分密

度管理図の構成関数を用いた収穫予測に基づき，長伐期施業に対

応したスギ人工林育林管理の新基準を提示する。

Ⅱ．方　法

　育林管理基準を構成する各種関数式等については，以下に示す

手順で設定した。

　なお，これらの解析に用いた実測データの林齢の範囲は５～

１０８年生であることから（長濱，２００３），従来の収穫予測に示され

る最大林齢６０年生の２倍を想定し，１２０年生までの収穫予測とし

た。

①主林木平均樹高（地位曲線）

　地位の指標は主林木平均樹高（Ht）とし，林齢（T）との関係

式をRichards 成長関数で中心線（地位Ⅱ）を導いた。次に，分

布の標準偏差（σHt）を用い，分布の上下限を±２σとした。

このため，地位Ⅰ，Ⅲの中心線はそれぞれ，±１．３４σである。

Ht=３５．０３０９＊（１－ EXP －０．０３２２９－０．０１３４＊T） 　 （１）

σHt ＝０．５２８６３５＊T０．４０７９０１ （２）

②主林木本数

　ha当たり本数（N）は各林分の過去の施業等が大きく影響する

ことから，林齢と ha 当たり本数の分布から曲線式を算出せず，

間伐等の目安として利用される収量比数を用いた。主林木平均樹

高から算出される収量比数に対応する ha 当たり本数は，既報

（長濱，２００３）から次式で与えられる。

LogNRy＝ K２－１．３６９０２＊LogHt　 （３）

　　　　（Ry＝０．７のとき，K２＝４．６８３８）

③主林木幹材積，平均胸高直径

　本因子についても同様に，既報から次式で算出した。

V＝（０．１０２８７＊Ht －１．５６００４＋４２９２．９３２６３＊Ht －２．９２９０６／N）－１　 （４）

Dg＝２００　 　 （５）

G＝V ／HF　 （６）

D＝０．０３０８４＋０．９８８４９　＊Dg －０．０４４８７　√N＊Ht ／１００ （７）

HF＝１．３５６５２＋０．３１７０１　＊Ht ＋０．２３１９７　√N＊Ht ／１００ （８）

　ただし，V：主林木幹材積，Dg：断面積平均直径，G：林分胸

高断面積，HF：林分形状高，D：林分平均胸高直径である。

　これらの数式を用い，各地位別・齢階別に育林管理基準を作成

し，以下２点について比較した。

・従来の収穫予測との比較

・本県育林技術指針（鹿児島県林務水産部・鹿児島県造林推進協

会，１９７４）との比較

　　１　　
１＋０．１９１２１（　　　）

√G ／π＊N
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Ⅲ．結果と考察

（１）従来の収穫予測との比較

　収穫予測における主要林分構成因子である樹高（地位曲線），

胸高直径，幹材積について，従来の数値と比較した。

　樹高の比較は，図－１に地位曲線として示した。基準林齢を４０

年生とした場合，今回調製した収穫予測（以下「改訂版」）は従

来の収穫予測（以下「従来版」）を，地位Ⅰ～Ⅲのいずれにおい

ても２．５m程度上回り，従来版の最大林齢６０年生では３．５m以上の

差が生じ，この時点で地位１区分の差が認められた。また，改訂

版は６０年生以降においても上昇カーブを維持しており，１２０年生

時点で頭打ちの傾向はみられなかった。

　次に胸高直径の比較を図－２に示した。胸高直径も樹高と同様

の傾向を呈しており，４０年生では地位Ⅰ～Ⅲにおいてそれぞれ，

４．１cm，２．６cm，２．３cmの差がみられた。６０年生での差は樹高ほ

ど顕著ではなかったが，１２０年生までの上昇傾向は頭打ちの傾向

を示さなかった。

　図－３は幹材積の比較を示している。４０年生での差は，地位別

にそれぞれ，６７m３，４４m３，５６m３であり，６０年生での差は樹高，

胸 高 直 径 よ り も 顕 著 に 大 き く な り，そ れ ぞ れ，

１７５m３，１３３m３，１２９m３であった。また，従来版の幹材積において

は，６０年生で頭打ちの傾向が見られるが，改訂版では１２０年生ま

で上昇傾向を維持していた。

　このように，主要な林分構成因子において，従来版の数値は過

小であることが明らかになった。また，１２０年生までの収穫予測

資料を作成したことから，これらの構成数値を用いて，長伐期に

対応した新基準構築の可能性が示唆された。

（２）従来の技術指針との比較

　図－４は，これまでの技術指針における長伐期施業体系（以下

「旧基準」）における普通施業（表－１）と集約施業（表－２）の

２種類と，新基準（地位Ⅰ～Ⅲ）の本数推移を示している。

　旧基準は，見込み林齢に対応した樹高と胸高直径のみが記載さ

れ，施業方法については，下刈等初期保育と枝打ちに関する記述

がある。

　一方，新基準は地位別・齢階別に樹高を算出し，本数推移につ

いては，各樹高ごとに（３）式に収量比数０．７の係数を代入し算

出した目標値として示している。従って，施業方法等の密度管理

基準については任意とし，個々の所有者の経営方針に従えるよう

に設計可能である。また，本県基準は収量比数０．７を基準とした

が，造成初期から壮齢期にかけての保育を，通直材確保を目的と

した密状態で維持するといった，目標値自体の設計も所有者の意

向を反映させることが可能である。

　両者の本数推移を比較すると，旧基準は新基準の地位Ⅱ～Ⅲの

範囲で推移していることから，比較的成長不良な状態で技術指針

を作成していることになる。

　旧基準は地位を考慮することなく，構成数値の過小といった問

題点を残していることから，新基準を用いた本数管理，つまり地

位別・経営方針別に個々の林分を管理する方式が望ましいと考え

られる。

　図－５は本県地位Ⅰ等地の育林管理モデルを示しており，構成
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図－２．胸高直径の比較

図－１．樹高（地位曲線）の比較

図－３．幹材積の比較
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表－１．旧基準（普通施業）
本数施業等林齢
３０００初期保育０
２７００自然枯死３００本↓
２４００除伐３００本１５
１５００３５％間伐２３
１０００３０％間伐３２
　７００３０％間伐４５
　７００主伐７２

表－２．　旧基準（集約施業）
本数施業林齢
４０００初期保育０
３８００自然枯死２００本↓
３５００除伐３００本１０
３２００除伐３００本１３
２４００２５％間伐１８
１７００３０％間伐２５
１２００３０％間伐３６
　８００３０％間伐５２
　８００主伐７０

図－４．密度管理基準の比較

図－５．鹿児島県スギ人工林における長伐期施業育林体系（地位Ⅰ等地）



は「基準」，「現況」，「計画」の３区分となっている。

　「基準」には林齢に対応した主林木平均樹高が示してあり，そ

の値を収量比数０．７で示される（３）式の独立変数としてha当た

り本数を算出している。この林齢に対する主林木平均樹高と ha

当たり本数の２因子を林分密度管理図を構成する（４）～（８）

式に代入し，他の林分構成因子を算出している。

　つまり，モデルの基礎は地位別・林齢別に定数である主林木平

均樹高を基礎因子として，収量比数０．７で管理した場合の林分構

成因子の推移を想定しており，この管理体系を本県のガイドライ

ンとして位置づけた。

　モデルの利用については，「現況」に当該林分の主林木平均樹

高と ha 当たり本数を対象林齢の欄に入力することで，他の林分

構成因子が自動計算される。

　「基準」と「現況」に示された結果を比較しながら，間伐等の

「計画」を樹立するというシステムである。

　新基準は，本県独自の基礎資料を用いており，かつ，目標値や

施業計画を所有者任意とした汎用性の高いものであることから，

本県における今後のスギ人工林管理においての活用が期待される。
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